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巻頭言巻頭言巻頭言

高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部

 

委員

前

 

千葉県市川市市長

本年５月11日に高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（IT戦略本部）から

 

国民主権の社会の確立を目指す「新たな情報通信技術戦略」が発表され、同年6月22

 

日には、その工程表（短期・中期・長期）も示されました。

この度、政府が決定したこの新戦略は、我が国の情報通信技術革命が、いよいよ

 

次のステップに転換する時を迎えたことを示しています。そして、今、その新戦略に示さ

 

れた基本的な方向や目標、達成の時期を念頭に、政府と自治体、民間の三者が国民

 

の視点で連携し、決起行動することが大切なときではないのかと強く感じています。

新戦略は、連携と見える化を基軸に「国民本位の電子行政の実現」、「地域の絆の

 

再生」、「新市場の創出と国際展開」の三つの重点戦略で構成されています。そのうち

 

電子行政に関しては、主要な施策の方向として次の点が示されています。

・

 

国民が行政サービスにアクセスしやすい環境を整備する

・

 

政府、地方、民間が相互に連携できる環境を整備し、情報システムの統合・

 

集約化標準化を図り、国民負担の軽減や行政の効率化を実現する

・

 

行政機関が保有する国民の個人情報について、国民（本人）が登録内容や

 

行政機関の運用、アクセス状況について確認できるようにする

・

 

行政機関が保有する情報の公開、提供を充実させ、国民の政策決定への参

 

加など行政情報の活用を推進する

これらのいずれの施策も実現するためには、情報システム（データ）やサービスなど

 

の統合・連携が必要となります。行政間や官民が連携するには、国民ID制度の導入や

 

電子行政システムの共通基盤の整備、クラウドコンピューティング技術の活用などにより、

 

安全性と効率性、利用者の利便性に対応しなければなりません。



本冊子「地域情報プラットフォームにおけるGIS共通サービス基本提案書」は、新戦略

 

が掲げる「連携」と「見える化」を実現させるために参考となる具体事例を紹介していま

 

す。地理空間情報システム（Geographic Information System)は、様々な情報の横のつ

 

ながりを容易に実現させ、利用者は情報の入手や登録などアクセスしやすくなります。

行政が取り扱う情報は、住民の福祉増進に結びつく大切な情報が多くあります。その

 

ため行政情報は、集計・分析を行い二次利用を積極的に促進し、いかに住民のために、

 

行政情報を業務や組織の枠を超えて横断的かつ効果的に活用するかが課題です。

しかし、行政情報は多岐に渡る業務で取り扱っており、その関係機関も多く、情報の

 

一元化や業務を超えた外部への情報提供は容易ではありません。

 

また、行政情報は、個人情報を多く取り扱っていることも閉鎖的な環境からなかなか脱

 

却できない状況を作り出していると言えます。

本提案では、このような課題を解決するために「地域情報プラットフォーム」という様々

 

な情報の連携を容易にする基盤を活用した事例を提案しています。

災害などの緊急時には、地図上に様々な情報を重ね合わせて、関係者が住民の支

 

援に必要な情報を迅速かつ効果的に活用することが必要です。また、日常の行政業務

 

においては、住民が生活の拠点とする具体的な場所を特定して様々な情報を重ね合わ

 

せて福祉や教育、都市整備、環境などに活用することも必要です。

そこで、本提案では、住民の住所と地図上の位置（座標）を結びつけるデータベース

 

「地名辞典（住所辞書）」の整備を推奨しています。このデータベースの整備により、各

 

業務が管理する様々な情報は、住民ひとり一人に結び付けて地図上に重ね合わせ、関

 

係者が効果的に活用することができます。具体的な利活用のシーンとしては、地域別の

 

児童数や高齢者等を把握し、通学や福祉等の区域変更や公共施設の需用分析、災害

 

時の危険地域に住む住民への救護・救援などが期待できます。

これからの地方行政は、行政区域に閉じることなく隣接する都市間及び官民が連携し

 

て住民に対して行政サービスをさらに充実させ、業務の効率化や福祉を増進する新し

 

いネットワーク型の行政システムの構築が期待されてます。本提案を通して、全国の地

 

方公共団体において地域情報プラットフォームにおけるGIS共通サービスを活用してい

 

ただき住民の福祉の増進を図る一助としていただきたいと願っております。

2010年9月



目次目次目次

はじめに

 

…………………………………………………………………

 

1

GIS共通サービスのポイント

 

……………………………………………

 

3

地域情報プラットフォーム導入イメージ

 

………………………………

 

4

地域情報プラットフォーム上のGISユニット

 

……………………………

 

5

様々な業務におけるGIS共通サービスの利活用シーン

 

………………

 

6

行政の業務情報の見える化の事例

 

……………………………………

 

7

緊急時

日常業務

GIS共通サービスの主な特徴

 

…………………………………………

 

9

GIS共通サービスの導入に向けて

 

……………………………………

 

10

地名辞典の整備

 

………………………………………………………

 

11

業務分析・利活用シーンの想定

 

………………………………………

 

12

ＧＩＳユニットの導入

 

……………………………………………………

 

13

参考情報

 

………………………………………………………………

 

15

地域情報プラットフォーム標準仕様の体系

GIS共通サービスの概要

関係するICT施策の動向

地理空間情報関連施策の動向

地域情報プラットフォーム導入の促進

地域情報プラットフォームによる相互接続

用語解説

 

………………………………………………………………

 

21



はじめにはじめにはじめに

地域情報プラットフォームのGIS共通サービスは、このような問題の解決手段です。

GIS共通サービスによって住所情報をつかって台帳に記載されている人や設備の様々な

 

情報を同じひとつの地図上に描き出すことで、いままで見過ごしていた情報と情報の関連

 

性を明らかにし、行政情報を「見える化」することができます。地図を使った行政情報の「見

 

える化」によって、地域の全体像を一目で分かりやすく提示できます。

 

地域情報プラットフォームのGIS共通サービスは、的確な行政トップの判断、迅速な実行に

 

欠かせない情報ツールです。

 

地域情報プラットフォームのGIS共通サービスは、このような問題の解決手段です。

GIS共通サービスによって住所情報をつかって台帳に記載されている人や設備の様々な

 

情報を同じひとつの地図上に描き出すことで、いままで見過ごしていた情報と情報の関連

 

性を明らかにし、行政情報を「見える化」することができます。地図を使った行政情報の「見

 

える化」によって、地域の全体像を一目で分かりやすく提示できます。

地域情報プラットフォームの地域情報プラットフォームのGISGIS共通サービスは、的確な行政トップの判断、迅速な実行に共通サービスは、的確な行政トップの判断、迅速な実行に

 

欠かせない情報ツールです。欠かせない情報ツールです。

（財）全国地域情報化推進協会（APPLIC）では、地方公共団体の情報システムを抜本的

 

に改革し、各システム連携を可能にするための地域情報プラットフォーム標準仕様を地域

 

情報化の基盤として推進しています。

導入効果導入効果

業務の最適化業務の最適化 ワンストップサービスワンストップサービス
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職員の判断、処理が必要な部分
だけ手動で対応。

電子申請

地域情報プラットフォームで電子的に連携
させることができる。
市民が入力したXMLのデータを電子デー
タのままシステムに自動連携。人手の作業
を最小限に。

自治体

電子申請
受付システム

決裁決裁決裁

職員ポータル

業務処理
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地域情報プラットフォームで地域の様々なサイトが電子的に連携さ
れる。
多彩なサービスを組み合わせる地域ポータルが生まれる。ワンス
トップでサービスが利用可能となる。
地域産業や商業と連携した地域密着のポータルも考えられる。
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郵便、銀行など 民間企業

市民
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地域団体、NPO、民間企業など

ワンストップ！
探し回らない、歩き回らない、同じことを何
度も聞かれない

地域公共ネット
などを活用

『『住民住民の居場所がつかめていますか？の居場所がつかめていますか？』』

『『台帳間の矛盾があっても、把握できないまま放置されていませんか？台帳間の矛盾があっても、把握できないまま放置されていませんか？』』

『『業務が縦割りになっていて、情報の連携がとれていないということがありませんか？業務が縦割りになっていて、情報の連携がとれていないということがありませんか？』』



関連する国の施策関連する国の施策関連する国の施策

ICT関連ICT関連

「新たな成長戦略-原口ビジョンⅡ-」（平成22年4月28日

 

総務省）
ICT技術・サービスの上昇について、3つの大きな柱を示している。その中において、「ICT維新ビジョン2.0」などICT

 

への国家投資予算を毎年継続的に3%成長させるとしている。

 

「新たな成長戦略-原口ビジョンⅡ-」（平成22年4月28日

 

総務省）
ICT技術・サービスの上昇について、3つの大きな柱を示している。その中において、「ICT維新ビジョン2.0」などICT

 

への国家投資予算を毎年継続的に3%成長させるとしている。

「新たな情報通信技術戦略」（平成22年5月11日

 

高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部）
「国民主権」の観点から国民本位とした電子行政の実現を目指し、2020年までに半数以上の地方自治体において電

 

子行政を実現し、国民による行政の見える化や行政刷新の実現を目指すとしている。

 

「新たな情報通信技術戦略」（平成22年5月11日

 

高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部）
「国民主権」の観点から国民本位とした電子行政の実現を目指し、2020年までに半数以上の地方自治体において電

 

子行政を実現し、国民による行政の見える化や行政刷新の実現を目指すとしている。

地理空間情報関連地理空間情報関連

「地理空間情報活用推進基本法」（平成19年8月29日施行）
行政（国及び地方公共団体）における地理情報システムの利用の拡大とこれによる公共分野におけるサービスの

 

多様化及び質の向上のための施策を講ずるよう、法律として定められた。

 

「地理空間情報活用推進基本法」（平成19年8月29日施行）
行政（国及び地方公共団体）における地理情報システムの利用の拡大とこれによる公共分野におけるサービスの

 

多様化及び質の向上のための施策を講ずるよう、法律として定められた。

平成１９年度からは、地域情報プラットフォーム標準仕様のひとつとしてGIS共通サービ

 

スの仕様検討を行い、住民記録と位置情報を連携し、GISを様々な業務情報で活用でき

 

るようにするGIS共通サービス標準仕様を定めました。

行政では、住民に対して安心・安全・ゆとりなどやサービスレベルの向上が求められて

 

います。このためには、行政の所有する業務情報という資産を有効活用して、的確な施

 

策を効率的に立案し、実行していかなければなりません。GIS共通サービスは、業務情報

 

に位置（座標）を付与することで、地域の現状把握や、施策、投資の判断のための地域

 

比較の指標を地図で視覚的にわかりやすく表現すること（見える化）を可能とします。行

 

政運営のための業務情報を効率的に活用できる仕組みが地域情報プラットフォームであ

 

り、その中でGIS共通サービスは様々な業務情報を横につなぐ鍵と位置づけられます。

近年、衛星画像、航空写真などを含む地図提供Ｗｅｂサイトが人気を博しており、地図

 

は、誰もが簡単に様々な情報を集積し、共有・提供できる仕組みであると社会的に認識さ

 

れつつあります。

しかし、インターネットで一般に公開されている地図提供Ｗｅｂサイトの利用には、セキュ

 

リティ確保上の注意が必要です。

これに対して、地域情報プラットフォーム上のＧＩＳ共通サービスは、行政内部で情報利

 

用することを前提に設計されており安心して利用できるサービスです。

GIS共通サービスを利用することで業務の効率化と高度化を進め、地方公共団体にお

 

ける行政サービスの一層の質的な向上を実現していくことができます。
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「新たな情報通信技術戦略」（平成22年5月１１日

 

高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部）
オープンガバメントの確立を目的とした、行政が保持する資料の活用や空間位置情報サービスその他の電子情報

 

を活用など、

 

３次元地理空間情報を活用したサービスの実現を目指すとしている。

 

「新たな情報通信技術戦略」（平成22年5月１１日

 

高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部）
オープンガバメントの確立を目的とした、行政が保持する資料の活用や空間位置情報サービスその他の電子情報

 

を活用など、

 

３次元地理空間情報を活用したサービスの実現を目指すとしている。



GIS共通サービスのポイントGISGIS共通サービスのポイント共通サービスのポイント

GISGIS共通サービスのポイント共通サービスのポイント



 

APPLICでは、地域情報プラットフォーム上での業務情報と地図との連携を目的に、

 

「GIS共通サービスインタフェース」を「ＧＩＳ共通サービス標準仕様」として標準化しまし

 

た。この標準仕様を実装したGISユニットにより提供されるのがGIS共通サービスです。

①従前の紙地図利用や手作業では到底対応できなかった、行政の情報システムで

 

管理する多様で膨大な情報を効率的に「見える化」

②地域情報プラットフォーム上の情報セキュリティを確保した環境下で住所などの

 

位置情報を活用できる共通的なサービス

③特定のベンダーに拠らない交換可能（カセッタブル）なサービス



 

行政の業務情報を地図で分かり易く表現することで、地域との情報共有による安心・

 

安全の推進、地域コミュニティの向上、地域活性化のビジョンの創出などが期待できま

 

す。



 

住所などの位置情報を持つ住民記録や住居表示などの業務情報と地図との連携を

 

可能とし、より効率的で高度な行政サービスを実現します。

地域情報プラットフォーム地域情報プラットフォーム



 

総務省は、地方公共団体等の情報システムが相互に接続・連携できるよう「地域情報

 

プラットフォーム」を推進しています。



 

APPLICでは、地方公共団体が行う26業務を対象として、「地域情報プラットフォーム

 

標準仕様」を定めてきました。



 

「地域情報プラットフォーム標準仕様」は、技術標準と業務標準からなり、情報システ

 

ムが相互に連携するための基本的なアーキテクチャやプロトコル、業務アプリケー

 

ションユニットの標準仕様が定められています。

業務情報の「見える化」業務情報の「見える化」
地域の現状を分布図や色分け図などにして、視覚的に表

 

現することで、まちづくり施策の評価や地域の課題を明ら

 

かにする。

行政サービスの提供状況や

 

地域の特性を見える化し、

 

的確な意志決定を促すことが可能。

 

行政サービスの提供状況や

 

地域の特性を見える化し、

 

的確な意志決定を促すことが可能。
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自治体業務連携自治体業務連携

地域情報プラットフォーム導入イメージ地域情報プラットフォーム導入イメージ地域情報プラットフォーム導入イメージ

地域情報プラットフォームを導入し、システム間連携を実現することで、次のような効果が得

 

られます。

住民の利便性の向上（地域・団体を越えたワンストップサービスの実現）

業務の効率化（業務処理の連携、データ共有）

さらに、ＧＩＳ共通サービスを導入することでサービスの価値を高めることが可能になります。
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近隣市町村近隣市町村都道府県都道府県国国

避難場所等の
救済情報の
迅速化

育児情報が

 

欲しい

 

育児情報が

 

欲しい

健康支援ポータルサービス健康支援ポータルサービス

Ａ自治体

Ｂ自治体

診療所

薬局

健康情報

 

活用基盤

病院

利用者

防災情報収集・共有防災情報収集・共有

連
携
連
携

子育てポータルサービス子育てポータルサービス

自治体

利用者

学校

保育施設

病院

子育て

 

ポータル

業務アプリインタフェースの
標準化

業務アプリインタフェースの
標準化

地地域域情報プラットフォーム情報プラットフォーム

防災情報標準化防災情報標準化

◎◎課◎◎課

地域情報プラットフォーム

ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト

サービス基盤

□□課□□課 ○○課○○課

△△課△△課

 

 

 

自治体クラウド

社会保障

 

カード等

地域住民の健康情報の一部を集約・提供する、

 

生活に不可欠なサービス
子育て情報や手続を一元化環境を構築

システム仕様の
標準化

システム仕様の
標準化

連
携
連
携

□□

 

課の情報と連携□□

 

課の情報と連携

６５歳以上の住民の分布を

 

地図で見たい！

 

６５歳以上の住民の分布を

 

地図で見たい！

職
員
ポ
ー
タ
ル

職
員
ポ
ー
タ
ル

住
民
基
本
台
帳

国
民
健
康
保
険

国
民
健
康
保
険

ＧＧ

 

ＩＩ

 

ＳＳ



地域情報プラットフォーム上のGISユニット地域情報プラットフォーム上の地域情報プラットフォーム上のGISGISユニットユニット

※業務アプリケーションや地図データの整備・管理は、

 

GIS共通サービスの標準規定の対象外です。

共通系業務ユニットの一つであるGISユニットにより、地域情報プラットフォームの業務ユ

 

ニット間インタフェースとサービス基盤を通じて、様々な業務に対してGIS共通サービスを

 

提供します。

業務情報の「見える化」業務情報の「見える化」

例えば・・・

 

要援護者の所在地をハザード

 

マップに重ねて、容易に判別

 

例えば・・・

 

要援護者の所在地をハザード

 

マップに重ねて、容易に判別

行政サービスの提供状

 

況や地域の特性を見え

 

る化し、的確な意志決定

 

を促すことが可能。

 

行政サービスの提供状

 

況や地域の特性を見え

 

る化し、的確な意志決定

 

を促すことが可能。

業務ユニット
B

業務ユニット
B

業務ユニット
C

業務ユニット
C

業務ユニット
A

業務ユニット
A

業務ユニット間

 

インターフェース

 

業務ユニット間業務ユニット間

 

インターフェースインターフェース

GISユニットGISGISユニットユニット

地名辞典サービス地名辞典サービス

地名辞典地名辞典

地図表示サービス地図表示サービス

GIS共通サービスインターフェースGISGIS共通サービスインターフェース共通サービスインターフェース

地図データ地図データ

住民情報

住所情報

住民情報

住所情報

住民情報

住所情報

住
所

座
標

２６業務
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業務ユニット

バック系業務ユニット

バック系業務ユニットフロント系業務ユニット

電
子
申
請

共通系業務ユニット

共通系業務ユニット

通信機能PF通信機能

BPM機能
BPM機能

共通機能PF共通機能

SOAP セキュリティ 高信頼性通信

プロセス制御 メッセージ交換パターン

ユーティリティ 認証・認可

業務ユニット間インタフェース

モニタリング

サービス基盤

地域ポータル地域ポータル

サービス基盤サービス基盤

民間業務アプリ民間業務アプリ

サービス基盤サービス基盤

利用者（住民）

民間企業民間企業

ポータル事業者ポータル事業者

自治体自治体

S E

・・・

電
子
調
達

個
人
住
民
税

住
民
基
本
台
帳

介
護
保
険

住
登
外
管
理

Ｇ
Ｉ
Ｓ

ＧＧ

ＩＩ

ＳＳ

GIS共通サービス（地名辞典サービス＋地図表示サービス）は、業務ユニット上に散在

 

する住所情報を有効に活用するための鍵となるサービスです。これにより業務情報の「見

 

える化」を実現します。

統合DB機能



①住民記録系：

 

転入・転居時に住所及び建物確認が速やかに可能になり、精度の高い住民記録の管理に

 

役立つ。

②税務情報系：

 

滞納者（情報）分布図などを作成し、滞納整理業務における計画的な督励業務の促進に寄

 

与できる。

③福祉情報系：

 

各種福祉施策の効果的な実施及び災害弱者（要援護者等）支援対策に有効活用できる。

④教育情報系：

 

住民記録と位置情報を結びつけ、就学前児童の分布図などを作成することで、少子化対策

 

や学校新設統廃合検討のための実践的資料として有効である。

⑤防災情報系：

 

住民記録と位置情報を結びつけておくことは、住民の安心・安全の観点から有効であり、防

 

災情報（危機管理）システムの要となる。

⑥総合政策系：

 

行政の情報を地図上に見える化することで、政策立案や施策展開における計画支援及び意

 

思決定支援ツールとして利活用できるとともに、行政評価に活用することにより、政策マネジ

 

メント及びアカウンタビリティの向上が見込まれる。

様々な業務におけるGIS共通サービスの利活用シーン様々な業務における様々な業務におけるGISGIS共通サービスの利活用シーン共通サービスの利活用シーン

総合政策総合政策

住民記録住民記録

福祉情報福祉情報

防災情報防災情報

税務情報税務情報

教育情報教育情報

GISGIS共通サービスで見える化！共通サービスで見える化！

GIS共通サービスを活用することで、業務で取り扱う情報の所在地を迅速に確認したり、分

 

布図や色分け図などで地域の現状を確認すること、すなわち業務情報の「見える化」が可

 

能になります。

行政の業務における行政の業務におけるGISGIS共通サービスの利活用シーン例共通サービスの利活用シーン例
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公園の位置を表示 保育園・保育所及び

 

公園の位置の表示

町丁目界ごとの高齢者割合を

 

色分け表示

これら情報の「見える化」は、住民支援サービスの向上や、各種行政施策展開における計画

 

支援・意思決定支援ツールとして役立ちます。



平成16年台風23号豪雨時

 

の武庫川氾濫における事例

 

（西宮市）

様々な地図データから察知

 

した氾濫危険地域と住民記

 

録とのマッチングにより要避

 

難者を早期に特定し、人的

 

被害の発生を防いだ

行政の業務情報の見える化の事例（緊急時）行政の業務情報の見える化の事例（緊急時）行政の業務情報の見える化の事例（緊急時）

災害などの緊急時に、庁内の各分野で管理する業務情報を地図上で重ね合わせること

 

で、横断的かつ容易に情報共有でき、相互の施策の合意形成が容易になり、総合的な意

 

思決定が迅速にできるようになります。

既に、ＧＩＳの活用において先進的な取り組みを行っている地方公共団体では、住民記録

 

等の台帳情報などを地図に連携させて、災害時に活用し、安全・安心な街づくりを推進し

 

ています。

は、地図との連携部

出所：

 

西宮市HP

 

http://www.nishi.or.jp/media/2009/chiikiansin-gaiyou.pdf

国土交通省HP

 

http://www.mlit.go.jp/kokudokeikaku/gis/gis/seminar/h19_seminar/19yoshida.pdf

救助！救助！

どこに救助に行けば良いか？
誰が住んでいるか？

逃げ遅れているひとはいないか？

どこに救助に行けば良いか？
誰が住んでいるか？

逃げ遅れているひとはいないか？

平常時の連携が、

 

災害時・緊急時には

 

住民の生命を

 

守ることができる

 

平常時の連携が、

 

災害時・緊急時には

 

住民の生命を

 

守ることができる

それぞれの部署で

 

保有する情報を

 

連携させることで、

 

最適な判断が容易となる

 

それぞれの部署で

 

保有する情報を

 

連携させることで、

 

最適な判断が容易となる

＜地域安心ネットワークとは＞
◎災害時・緊急時の対応

［障害のある人］ ［消防・防災関係機関］ ［福祉関係］

災
害
発
生
時

市の防災担当
や消防局が災
害情報の収集

災害発生区域
の住民情報の
把握

火
災
発
生
時

消
防
局
指
令
課

消防車

安
否
確
認

救
出
・
救
護

・避難誘導
・避難所の確保又は
福祉避難所の確保

・緊急時のコミュニティ
手段の確保
（手話通訳者、民生
委員、ボランティア等）

緊
急
通
報

登
録
者
の
把
握

消火！消火！
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ここだ！ここだ！

行政の業務情報の見える化の事例（日常業務）行政の業務情報の見える化の事例（日常業務）行政の業務情報の見える化の事例（日常業務）

まちでは日々、建築物が作られたり、住民の転入・転出などの動きがあります。

地図との連携をとって行政への届出情報をデータベース化することにより、どこに何があ

 

り、誰がいるかを確実に把握できるようになります。

例えば、住民記録への登録業務において、GIS共通サービスを活用すれば、届出の住所

 

を元にして居住位置の確認をすることができます。住民記録の住所が地図上で適切に位

 

置づけられていることが確認できれば、以降、住民記録の住所によって様々な台帳情報を

 

地図に関連づけて利用できるようになります。

地名辞典地名辞典

 

（住所辞書）（住所辞書）

転入・転出係

新 築
引越し

転入届

地名辞典の参照

届出内容に届出内容に

 

誤りが無いことを誤りが無いことを

 

スムーズにチェックスムーズにチェック

住居表示係

住居表示の

 

申請

地図の連携による効果
・住民サービスレベルの向上
・業務コストの削減
・労務の軽減

地図の連携による効果
・住民サービスレベルの向上
・業務コストの削減
・労務の軽減

住居表示番号管理

地図の電子化により、

 

情報共有がなされ、

 

受付窓口を

 

増やすことができた！

 

窓口に来た市民を

 

待たせずに、

 

迅速な対応が

 

できるようになった。

 

地図の電子化により、

 

情報共有がなされ、

 

受付窓口を

 

増やすことができた！
窓口に来た市民を

 

待たせずに、

 

迅速な対応が

 

できるようになった。
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# 住 所 座 標

1 アプリ市あ1丁目2番2号 135.65 38.43

2 アプリ市い２丁目2番5号 135.64 38.48

3 アプリ市か２丁目5番3号 135.67 38.42

4 アプリ市あ２丁目2番2号 135.63 38.45



GIS共通サービスの主な特徴GISGIS共通サービスの主な特徴共通サービスの主な特徴

○○さんについての

 

情報は？

 

○○さんについての

 

情報は？

座標：（35.111，139.222）

住所：○○町二丁目2-2

GISGISユニットユニット共
通
サ
ー
ビ
ス

イ
ン
タ
フ
ェ
ー
ス

共
通
共
通
サ
ー
ビ
ス

サ
ー
ビ
ス

イ
ン
タ
フ
ェ
ー
ス

イ
ン
タ
フ
ェ
ー
ス

共通性共通性共通性

柔軟性柔軟性柔軟性

持続性持続性持続性

GISGIS共通サービスのコンセプト共通サービスのコンセプト

ベンダによらない交換可能なGISユニッ

 

トによる柔軟性のあるサービス

 

ベンダによらない交換可能なGISユニッ

 

トによる柔軟性のあるサービス

行政業務や行政情報システム上で一般

 

的に使用されている住所などの位置情

 

報を活用できる共通的なサービス

 

行政業務や行政情報システム上で一般

 

的に使用されている住所などの位置情

 

報を活用できる共通的なサービス

地名辞典を更新するためのインタフェー

 

スを用意し、通常業務での地名辞典が

 

メンテナンスできる仕組みを実現

 

地名辞典を更新するためのインタフェー

 

スを用意し、通常業務での地名辞典が

 

メンテナンスできる仕組みを実現

※地名辞典（住所辞書）とは、場所を表す地名や住所と位置（座標）の関係を複数格納したデータの集まり。

GIS共通サービス標準仕様では、目標物名称と位置（座標）の関係など住所以外でも自由に定義可能な仕様に

 

なっています。

行政の持つ「住所」に行政の持つ「住所」に

 

位置（座標）を付けて返す位置（座標）を付けて返す

GIS共通サービスは、GIS共通サービス標準仕様に基づく「GIS共通サービスインタフェー

 

ス」を実装したGISユニットにより、共通性・柔軟性・持続性を確保して地域情報プラット

 

フォーム上で提供される、「住所」と「座標」を結びつけるサービスです。

「住所」と「座標」の結びつきは、地名辞典（住所辞書ともいう）を活用することによって実

 

現します。

この仕組みによって実現できる、行政情報の”見える化”は、行政業務の把握、実施、評

 

価の全ての局面において、政策判断の支援という重要な役割を果たします。
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ＧＧ

 

ＩＩ

 

ＳＳ



GIS共通サービスの導入に向けてGISGIS共通サービスの導入に向けて共通サービスの導入に向けて
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GISユニットを導入し、既存の業務アプリ

 

ケーションにGIS共通サービスで規定さ

 

れるインターフェースを実装するだけで、

 

位置情報との連携が可能となる。

 

GISユニットを導入し、既存の業務アプリ

 

ケーションにGIS共通サービスで規定さ

 

れるインターフェースを実装するだけで、

 

位置情報との連携が可能となる。

住所情報などにその位置（座標）を付与

 

し、「地名辞典」として整備し、整備・維

 

持・利用を組織的に運営することにより

 

業務連携の効果を期待できる。

 

住所情報などにその位置（座標）を付与

 

し、「地名辞典」として整備し、整備・維

 

持・利用を組織的に運営することにより

 

業務連携の効果を期待できる。

導入にあたっては、業務分析を実施し、

 

自治体の実情に即した利活用シーンを

 

想定・検討することで、より一層の効果

 

が期待できる。

 

導入にあたっては、業務分析を実施し、

 

自治体の実情に即した利活用シーンを

 

想定・検討することで、より一層の効果

 

が期待できる。

業務分析・利活用シーンの想定業務分析・利活用シーンの想定業務分析・利活用シーンの想定

GISGIS共通サービス導入時のポイント共通サービス導入時のポイント

地名辞典の整備地名辞典の整備地名辞典の整備

GISユニットの導入GISGISユニットの導入ユニットの導入

GIS共通サービスの導入には、「地名辞典の整備」、「業務分析・利活用シーンの想定」、

 

「GISユニットの導入」が必要となります。

GIS共通サービスを導入することで、地域情報プラットフォームによる「社会基盤」の構築と

 

「包括的な電子行政サービス」が実現可能です。

利活用シーンの例（税滞納者の居住地の確認の概念図）

利活用シーンの例利活用シーンの例

国民健康保険国民健康保険
システムシステム

法人住民税法人住民税
システムシステム

軽自動車税軽自動車税
システムシステム

業務データ業務データ

地域情報プラットフォーム地域情報プラットフォーム

個人住民税個人住民税
システムシステム

業務データ業務データ

GISDBGISDB

地名辞典地名辞典
（住所辞書）（住所辞書）

地図データ地図データ

GISGIS共通サービスインタフェース共通サービスインタフェース

住所に座標付与
指定座標の
地図を表示

税滞納者の自宅位置図

GISGISユニットユニット

○○町二丁目2-2

税滞納者の
居住地に
調査員を
派遣しよう。

税滞納者の
居住地に
調査員を
派遣しよう。

（（35.87635.876，，

139.988139.988））

滞納者住所

収滞納管理収滞納管理
システムシステム

業務データ業務データ

住登外管理住登外管理
システムシステム

業務データ業務データ

住民基本台帳住民基本台帳
システムシステム

業務データ業務データ

滞納情報

業務データ業務データ業務データ業務データ

固定資産税固定資産税
システムシステム

送付先情報

業務データ業務データ

住基情報

住登外情報

法人情報



地名辞典の整備地名辞典の整備地名辞典の整備

地名辞典（住所辞書）は、場所を表す地名や住所とその位置（座標）が対になったデータ

 

ベースです。

地名辞典（住所辞書）は、既存のデジタル地図（街区形状のデータや建物データなど）が

 

あれば、住居表示業務の台帳を参照して、整備することができます。地番図などを基に、

 

地番と座標が対になった地名辞典を作成することも可能です。

GIS共通サービスガイドラインでは、住民情報などの業務データベースで持つ住所情報

 

に対して座標を付与し、地名辞典を整備することを推奨しています。

住所 座標

○○町3-2 (35.667, 139.745)

△△町8-1 (35.660, 139.729)

◇◇町4-1 (35.670, 139.726)

… …

目標物 座標

○○大学病院 (35.670, 139.725)

△△市民病院 (35.670, 139.726)

□□診療所 (35.670, 139.726)

… …

住基情報住基情報住基情報

住民情報に係る住所情報を持つ業務ユニット

-
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識別番号 氏名 住所 …
00001 総務

 

太郎 ○○町3-2
00002 公共

 

花子 △△町8-1
00003 通信

 

大助 ××町4-6

外国人登録情報外国人登録情報外国人登録情報

識別番号 … 居住地 …
00004 ◇◇町4-1
00005 ××町6-6
00006 ◎◎町5-3

住登外情報住登外情報住登外情報

識別番号 … 住所 …
00007 △△町1-1
00008 ◎◎町3-1
00009 ○○町3-2

※導入時は代替的に民間のサービスの利用も可能です。

位置情報をもつデータの選定位置情報をもつデータの選定位置情報をもつデータの選定

地名辞典（住所辞書）の完成地名辞典（住所辞書）の完成地名辞典（住所辞書）の完成

県
道
＊
＊
＊
号

○○中学校

△△マンション

鈴
木
一
郎

ストア

山田

○△ゼミ

県
道
＊
＊
＊
号

○○中学校

△△マンション

鈴
木
一
郎

ストア

山田

○△ゼミ

該当する座標を取得該当する座標を取得

(35.xxx, 139.xxx)

No 施設名 診療時間 …
1 ○○大学病院 10:00～
2 △△市民病院 09:00～
3 □□診療所 09:30～

地域情報プラットフォームに規定のない

 

台帳情報など

病院・診療所管理台帳

データの抽出処理を実施データの抽出処理を実施データの抽出処理を実施

抽出したデータに位置（座標）を付与する抽出したデータに位置（座標）を付与する抽出したデータに位置（座標）を付与する

住所情報地名辞典 目標物情報地名辞典

※詳細は、地域情報プラットフォームガイドライン（別冊：GIS共通サービスガイドラインV2.2）の6章をご覧ください。



業務分析・利活用シーンの想定業務分析・利活用シーンの想定業務分析・利活用シーンの想定

利活用シーン利活用シーン 業務分野業務分野 主な利用者主な利用者 概要概要

税滞納者の居住地の確認 税務 自治体職員
目的：税の滞納者に督促・催告のための居住地把握
内容：滞納者の居住地を地図上で表示、確認する

地域の特定検診受診状況
の分析

健康・福祉 自治体職員
目的：町丁目単位の住民の特定検診受診状況を把握
内容：病院・介護施設の地図データ上に、町丁目単位の

特定検診受診率の情報を重ねて表示する

学童保育施設の数・位置・
利用状況の把握

教育 自治体職員
目的：学童保育施設の数・位置・利用状況の把握
内容：学童保育施設・町丁目の地図データ上に、学童保

育施設利用者の居住地を重ねて表示する

災害の危険地域に住む
災害時要援護者の確認

安心・安全 自治体職員
目的：避難勧告・避難指示実施の意思決定
内容：地図から危険地域を選択して、危険地域に住んで

いる災害時要援護者を表示する。

犯罪情報の町丁目別集計 安心・安全 自治体職員
目的：犯罪箇所の注意喚起のため住民へ情報公開
内容：警察から提供を受けている犯罪情報の発生件数

を町丁目別に集計し、地図上に色分表示する

不審者情報の提供 安心・安全 住民

目的：市民への安心安全情報の発信
内容：自治体職員が、不審者など安心・安全情報を、

インターネット上で公開されたＧＩＳから登録して
公開する

観光ポータルを利用した
旅行プランの検討

観光 住民
目的：旅行プランの検討
内容：旅行先の自治体観光ポータルサイトを利用して、

観光施設の位置を地図で確認する

都市計画情報の照会に
対する窓口対応

まちづくり 住民
目的：都市計画情報を閲覧
内容：都市計画課窓口の端末から用途地域の照会する

子育てポータルを利用した
公共施設の検討

まちづくり 住民
目的：自宅を中心とした公共施設の分布を確認する
内容：居住している自治体の子育てポータルサイトを利

用して施設の分布を地図上で確認する

-
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GIS共通サービスを活用することで、自治体業務で取り扱う情報の所在地を迅速に確認

 

（見える化）したり、分布図などで地域の現状を確認することが可能になります。

GIS共通サービスの導入にあたっては、業務分析を実施し、自治体の実情に即した利活

 

用シーンを想定・検討することで、導入の効果がより一層期待できます。

GISGIS共通サービスの利活用シーンの例共通サービスの利活用シーンの例

※GIS共通サービスの利活用シーンについての詳細は、地域情報プラットフォームガイドライン（別冊：GIS共通

 

サービスガイドラインV2.2）の4章および付録３をご覧ください。利活用シーン例の具体的な実現イメージとともに、

 

データ連携などの技術的な実現方法も掲載されています。

※個人情報等の重要な情報の利用にあたっては、その提供範囲について十分に留意する必要があります。



GISユニットGISGISユニットユニット

地名辞典サービス地名辞典サービス

地名辞典地名辞典

GIS共通サービスインタフェースGISGIS共通サービスインタフェース共通サービスインタフェース

①GIS共通サービスに準拠した地図表示サービス
※

 

を実装し、業務アプリ

 

ケーションでその地図表示サービスを利用する。

②統合型GISとして整備されたGIS上で利用する。

③専門的な個別GISなどのGIS上で利用する。

ＧＩＳユニットの導入ＧＩＳユニットの導入ＧＩＳユニットの導入

～簡便な導入から、既存～簡便な導入から、既存GISGIS業務アプリケーションと連携させた導入まで～業務アプリケーションと連携させた導入まで～

GIS共通サービスでは、地名辞典サービスを必須サービスとしています。地図表示サービ

 

スと同時に導入することで、地名辞典サービスで座標付けした業務情報を、業務アプリケー

 

ションで容易に「見える化」（地図表示）することが可能です。

①

 

GIS共通サービスで座標付け

 

＋

 

GIS共通サービスを利用して地図表示①①

 

GISGIS共通サービスで座標付け共通サービスで座標付け

 

＋＋

 

GISGIS共通サービスを利用して地図表示共通サービスを利用して地図表示

-
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業務アプリケーション業務アプリケーション業務アプリケーション 業務情報業務情報

GIS共通サービスの呼び出し機能GIS共通サービスの呼び出し機能

※地図表示サービスの内容は、表示に関する基本的なものです。標準化した内容は、GIS共通サービス標準仕様をご覧下さい。

座
標

GIS共通サービスを備えるGISユニットを導入し、既存の業務アプリケーションにGIS共通

 

サービスで規定されるインタフェースを呼び出す機能を実装するだけで、住民情報と位置

 

情報との連携が可能になります。

一方、位置情報を地図として表示するためには、自治体の現状に即した効率的で適切な

 

方式を選択することができます。

地図を利用するアプリケーション実現方式のパターン地図を利用するアプリケーション実現方式のパターン

住
所

描
画
要
求

地
図
画
像

地図表示サービス地図表示サービス

地図データ地図データ



GISユニットGISGISユニットユニット

GIS共通サービスインタフェースGISGIS共通サービスインタフェース共通サービスインタフェース

地名辞典サービス地名辞典サービス

地名辞典地名辞典

GISユニットGISGISユニットユニット

GIS共通サービスインタフェースGISGIS共通サービスインタフェース共通サービスインタフェース

統合型GISを導入済みの場合、それを活用し、地図表示の機能などを実現することが可能

 

です。インタフェースを標準化したGIS共通サービスを統合型GISと連携させて活用すること

 

で、業務連携や広域連携の実現が可能になります。

地名辞典サービスで座標付けした業務情報を、「見える化」(地図表示）するために、既存の

 

個別GISや地図ASPサービスを利用することもできます。

②

 

GIS共通サービスで座標付け

 

＋

 

統合型GISで地図表示②②

 

GISGIS共通サービスで座標付け共通サービスで座標付け

 

＋＋

 

統合型統合型GISGISで地図表示で地図表示

③

 

GIS共通サービスで座標付け

 

＋

 

個別GIS、地図ASPで地図表示③③

 

GISGIS共通サービスで座標付け共通サービスで座標付け

 

＋＋

 

個別個別GISGIS、地図、地図ASPASPで地図表示で地図表示

地名辞典サービス地名辞典サービス

統合型GIS統合型統合型GISGIS

業務アプリケーション業務アプリケーション業務アプリケーション 業務情報業務情報

GIS共通サービスの呼び出し機能GIS共通サービスの呼び出し機能

座標がついた
業務情報

座標がついた
業務情報

個別GIS、地図ASP個別個別GISGIS、地図、地図ASPASP

業務アプリケーション業務アプリケーション業務アプリケーション 業務情報業務情報

GIS共通サービスの呼び出し機能GIS共通サービスの呼び出し機能

座標がついた
業務情報

座標がついた
業務情報

-
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地図データ地図データ地名辞典地名辞典

地図データ地図データ

座
標

住
所

座
標

住
所



GIS共通サービス標準仕様は、地域情報プラットフォーム標準仕様の一つに位置づけら

 

れ、地方公共団体内の業務アプリケーションや総合ポータルなどで、GISをより簡便に活用

 

し、より高付加価値なサービスを実現するための共通的なサービスを定義しています。

また、GIS共通サービスガイドラインでは、GIS共通サービスやそのデータベースを構築・

 

導入・運用するための解説をしています。

-
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地域情報プラットフォーム標準仕様の体系とGIS共通サービス標準仕様・ガイドラインの構成

業務モデル標準業務モデル標準 サービス協調技術標準サービス協調技術標準

地
域
情
報
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
標
準
仕
様
書

地
域
情
報
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
標
準
仕
様
書

自治体及び民間が提供する地域情報サービスの連

 

携に必要な業務アプリユニットのインタフェース仕様

 

自治体業務アプリケーションユニット標準仕様

防災業務アプリケーションユニット標準仕様

自治体及び民間が提供する地域情報サービスの連

 

携に必要な業務アプリユニットのインタフェース仕様

自治体業務アプリケーションユニット標準仕様

防災業務アプリケーションユニット標準仕様

仕様に準拠したサービス基盤、および業務アプリケーションを導入する調達者向けに必要な事項を、

 

とりまとめたもの（指針）

 

地域情報プラットフォームガイドライン

 

別冊：

 

GIS共通サービスガイドライン

 

仕様に準拠したサービス基盤、および業務アプリケーションを導入する調達者向けに必要な事項を、

 

とりまとめたもの（指針）

地域情報プラットフォームガイドライン

 

別冊：

 

GIS共通サービスガイドライン

サービス連携を支える基盤アプリの諸要

 

件・プロトコル等を取り決めた仕様

 

アーキテクチャ標準仕様

プラットフォーム通信標準仕様

サービス連携を支える基盤アプリの諸要

 

件・プロトコル等を取り決めた仕様

アーキテクチャ標準仕様

プラットフォーム通信標準仕様

地域情報プラットフォーム基本説明書
地域情報プラットフォーム標準仕様運用規則

地域情報プラットフォーム基本説明書
地域情報プラットフォーム標準仕様運用規則

GISを活用した業務ユニット、アプリケーションを構築するための共通仕様

GIS共通サービス標準仕様

GISを活用した業務ユニット、アプリケーションを構築するための共通仕様

GIS共通サービス標準仕様

各種システム製品等の地域情報PF準拠及び相互接続を確認する仕様

地域情報プラットフォーム準拠確認及び相互接続確認仕様

各種システム製品等の地域情報PF準拠及び相互接続を確認する仕様

地域情報プラットフォーム準拠確認及び相互接続確認仕様

地域情報プラットフォームガイドライン

 

技術解説

 

要約
地域情報プラットフォームにおけるＧＩＳ共通サービス基本提案書

地域情報プラットフォームガイドライン

 

技術解説

 

要約
地域情報プラットフォームにおけるＧＩＳ共通サービス基本提案書

参
考

資
料
参
考

資
料

そ
の
他

そ
の
他

《GIS共通サービスガイドラインV2.2の構成》
1. GIS共通サービス標準仕様策定の背景
2. 地域情報プラットフォームにおけるGIS共通サービスとは
3. GISユニットの導入
4. GIS共通サービスの利活用
5. GIS共通サービスのアプリケーションからの利用
6. GISユニットにおける地理空間データの整備と運用
付録1 GIS共通サービス標準仕様で策定したインタフェース
付録2 GIS共通サービス利活用パターン
付録3 GIS共通サービス利活用シーン
付録4 業務DBが持つ「位置を表す情報（住所情報など）」一覧
付録5 一般に入手可能な区割地図データ
付録6 用語集

《GIS共通サービスガイドラインV2.2の構成》
1. GIS共通サービス標準仕様策定の背景
2. 地域情報プラットフォームにおけるGIS共通サービスとは
3. GISユニットの導入
4. GIS共通サービスの利活用
5. GIS共通サービスのアプリケーションからの利用
6. GISユニットにおける地理空間データの整備と運用
付録1 GIS共通サービス標準仕様で策定したインタフェース
付録2 GIS共通サービス利活用パターン
付録3 GIS共通サービス利活用シーン
付録4 業務DBが持つ「位置を表す情報（住所情報など）」一覧
付録5 一般に入手可能な区割地図データ
付録6 用語集

《GIS共通サービス標準仕様V2.2の構成》
1. はじめに
2. GIS共通サービス標準仕様策定のスコープ
3. GISユニットの概要
4. GIS共通サービスの要件
5. GISDBの要件
6. 地理空間データ交換の要件
付録1 GIS共通サービスインタフェース仕様
付録2 地名辞典のデータモデル
付録3 地名辞典交換のためのスキーマ仕様

《GIS共通サービス標準仕様V2.2の構成》
1. はじめに
2. GIS共通サービス標準仕様策定のスコープ
3. GISユニットの概要
4. GIS共通サービスの要件
5. GISDBの要件
6. 地理空間データ交換の要件
付録1 GIS共通サービスインタフェース仕様
付録2 地名辞典のデータモデル
付録3 地名辞典交換のためのスキーマ仕様

参考情報参考情報 地域情報プラットフォーム標準仕様の体系地域情報プラットフォーム標準仕様の体系



種類種類 地名辞典サービス地名辞典サービス 地図表示サービス（オプション）地図表示サービス（オプション）

概要概要

GISDB内で管理される地名辞典のデータを検索し、地理識別子に

 

対応する座標などを提供するサービス。地名辞典内のデータを編

 

集・更新するための簡易的な機能を含む。また応用的な機能とし

 

て、地名辞典内の地理識別子の情報同士の関連を検索・編集す

 

るための機能を持つ。

地域情報プラットフォーム上の業務ユニットなどから要求された

 

条件に応じて、GISDB内の地図データを地図画像として提供する

 

ためのサービス。応用的な機能として、業務ユニットなどが持つ

 

統計情報などを主題図画像として提供するための機能を持つ。

機能機能

機能分類 機能 機能説明 機能分類 機能 機能説明

地名辞典

 

基本機能

地理識別子検索
検索語句などに対応する地名辞典内

 

の地理識別子を検索する。

地図表示

 

基本機能

地図画像取得 地図画像を取得する。

場所インスタンス取得
地名辞典名称と地理識別子などから、

 

座標などを取得する。

場所インスタンス登録
地名辞典に新たに地理識別子と位置

 

座標などを登録する。
地図画像URL取得 地図画像へアクセスするためのURLを

 

取得する。

場所インスタンス更新
地名辞典で管理されている地理識別

 

子と座標などを更新する。
凡例画像取得 レイヤの凡例画像を取得する。

場所インスタンス削除
地名辞典で管理されている地理識別

 

子と座標などを削除する。
地物情報取得

地図画像上より地物の情報を取得す

 

る。

サービスメタデータ取得
地名辞典サービスメタデータを取得す

 

る。
サービスメタデータ取

 

得
地図表示サービスメタデータを取得す

 

る。

場所インスタ

 

ンス

 

関連機能

地理識別子変換
指定された地理識別子情報と関連付

 

けられている地理識別子情報に変換

 

する。

主題図機能

主題図画像取得 主題図画像を取得する。

場所インスタンス関連検索
検索語句などに対応する地名辞典内

 

の場所インスタンス関連を検索する。

場所インスタンス関連登録
地名辞典に新たに場所インスタンス関

 

連を登録する。
主題図画像URL取得

主題図画像へアクセスするためのURL

 

を取得する。
場所インスタンス関連削除

地名辞典で管理されている場所インス

 

タンス関連を削除する。

GIS共通サービスを提供するGISユニットには、以下のような役割があります。

地理空間データの蓄積・管理

他の業務ユニットから共通的に参照される地理空間データを蓄積・管理するため

 

のデータベースである「GISDB」を持ちます。

GIS共通サービスの提供

GISDB内の地理空間データの検索・表示など、GISとしての共通的な機能をサー

 

ビスとして提供するために、「GIS共通サービス」を実装し「GIS共通サービスインタ

 

フェース」として提供します。

地理空間データの交換

地理空間データは、各業務ユニットから利用されることで自治体の各種業務に活

 

用可能なデータであり、GISユニットが他社製のものに差し替えられた場合であって

 

も、容易に交換し移行できるように、データエクスポート・インポート機能を持ちます。

-
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GIS ユニット 

業務 

ユニットＡ 

 
地域情報プラットフォーム 

GISDB 

GIS 共通サービス 

地理空間データ
の蓄積・管理 

GIS 共通ｻｰﾋﾞｽｲﾝﾀﾌｪｰｽ 

交換用地理
空間データ 

交換用データス
キーマ仕様 

交
換
用
地
理
空
間
デ
ー
タ

イ
ン
ポ
ー
ト
機
能
・ 

エ
ク
ス
ポ
ー
ト
機
能 

地理空間データの交換 

スキーマ仕様に基づい
た符号化・復号化 

GIS 共通サービスの提供 

参考情報参考情報 GISGIS共通サービスの概要共通サービスの概要



新たな成長戦略ビジョン-原口ビジョンⅡ-では、「ICT維新ビジョン2.0」として、
○２０１５年頃を目途に「光の道」１００％（全世帯がブロードバンドサービスを利用）を実現。
○「日本×ＩＣＴ」戦略により今後１０年間（２０１１～２０年）の年平均潜在成長率約２．６％を実現。
○ＩＣＴパワーにより、２０２０年にＣＯ２排出量の１０％（９０年比）以上の削減を実現。

の達成目標を掲げており、この推進のためのロードマップでは以下のように記述された。
■電子行政の強力な推進による無駄削減・オープンガバメントの推進

 

●２０１３年に、国民本位の電子行政を実現

 

「番号に関する原口五原則」に基づく税・社会保障の共通番号の検討と整合性を図りつつ、民間ＩＤと連携した国

 

民ＩＤ制度を２０１３年までに導入するとともに、これらの取組と合わせ、行政サービスの質の抜本的向上（国民本位

 

の電子申請の導入）が可能となる電子行政を２０１３年に実現
参考：

 

http://www.soumu.go.jp/menu_kyotsuu/topics/s_topics100506.html

IT戦略本部は、過去のIT戦略の延長線上という位置づけではなく、「国民主権」の観点から国民本位とした電子行政

 

の実現を目指し、「国民本位の電子行政の実現」、「地域の絆の再生」、「新市場の創出と国際展開」の3つの柱を掲げた、

 

新しいＩＴ戦略を決定した。
「Ⅱ．１．国民本位の電子行政の実現」の項では以下のように記述された。
○2013年までに政府において、また、2020年までに50％以上の地方自治体において、国民が行政を監視し、自己

 

に関する情報をコントロールできる公平で利便性が高い電子行政を、無駄を省き効率的に実現することにより、国

 

民が、行政の見える化や行政刷新を実現できるようにする。
また、「Ⅲ．１．(1) 情報通信技術を活用した行政刷新と見える化」では、具体的施策として、
○電子行政推進の実質的な権能を有する司令塔として政府CIOを設置し、行政刷新と連携して行政の効率化を推

 

進する。その前提として、これまでの政府による情報通信技術投資の費用対効果を総括し、教訓を整理する。その

 

教訓にもとづき、上記施策を含め、電子行政の推進に際しては、費用対効果が高い領域について集中的に業務

 

の見直し（行政刷新）を行った上で、共通の情報通信技術基盤の整備を行う。クラウドコンピューティング等の活用

 

や企業コードの連携等についても、その一環として行う。
と示されると共に、具体的取組として次のように記述された。
vi）全国共通の電子行政サービスの実現

 

地方自治体における電子行政について、利用者の負担軽減、行政効率化の観点から、クラウドコンピューティング

 

技術を活用した情報システムの統合・集約化を進める。また、行政手続に係る電子的フォーマットの全国的な共通

 

化や企業コードに係る政府・地方自治体の行政機関間・官民間の連携、地方自治体相互間における標準仕様を

 

活用したバックオフィス連携と業務プロセスの改革等を推進する。【内閣官房、総務省、法務省、経済産業省等】
参考：

 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/

-
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参考情報参考情報 関係する関係するICTICT施策の動向施策の動向

新たな成長戦略

 

-原口ビジョンⅡ-新たな成長戦略新たな成長戦略

 

--原口ビジョン原口ビジョンⅡⅡ-- （平成22年4月28日

 

総務省公表）

新たな情報通信技術戦略新たな情報通信技術戦略新たな情報通信技術戦略 （平成22年5月11日

 

高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部）

「新たな情報通信技術戦略」の実現に向けて、期限を区切って、施策担当府省の具体的取組を明記し、各府省連携

 

が必要な施策においては、個々の役割分担と達成すべき事項を明確化することを目的として、工程表が作成された。

 

各府省の取組として、「１．（１）ⅵ) 全国共通の電子行政サービスの実現」で、以下のように記述された。
短期（2010 年、2011 年）

 

○国、地方自治体が保有する電子化された情報の活用方策及びバックオフィス連携の

 

先行実施に関する検討を行う。

 

内閣官房、総務省、法務省、経済産業省：

 

2011年度までに、ニーズの高い情報に関する利活用の在り方について

 

検討
中期（2012 年、2013 年）

 

○国、地方自治体が保有する電子化された情報の活用について、制度検討、システム開

 

発を推進する。

 

内閣官房、制度所管府省：

 

2011年度までの検討結果を踏まえ、情報の具体的な活用方策及びバックオフィス連

 

携に関する制度検討、システム開発を推進
長期（2014 年～2020 年）

 

○2015年度よりバックオフィス連携を前提とした一部地域・一部サービスを開始する。随

 

時、必要な法制度の改正を行いながら、サービス提供地域・範囲を拡大する。

 

総務省：

 

継続して地方自治体連携機能（文字コード変換機能等）の設計・構築
参考：

 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/

新たな情報通信技術戦略

 

工程表新たな情報通信技術戦略新たな情報通信技術戦略

 

工程表工程表 （平成22年6月22日

 

高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部）



総務省では、『地理空間情報活用推進基本法』制定により、地理情報システムの利用の拡大等の施策を講ずることが

 

地方公共団体の責務となった状況を踏まえ、統合型ＧＩＳの一層の整備及び活用を促進するため、『統合型ＧＩＳ推進指

 

針』を公表した。同指針の「第2章－第2－１．システムの構成要素」の項において、以下のように記述されている。
「統合型GIS は、全庁で利用できる1 つのアプリケーションプログラム」で構成されるものではない。1 つ又は複数

 

のデータベースやアプリケーションプログラムが、庁内LAN 等のネットワーク環境の下で、共用空間データをベース

 

に連携し、庁内で横断的に情報を共用できるような構成となっている。また、他の情報システムと連携することにより、

 

地図を参照・利用する前後のプロセスをシステム化することで、さらに大きな効果が期待できる。したがって、「電子自

 

治体における共通のプラットフォーム」の一つである地理空間情報の共通基盤として位置付け、全体最適化の見地

 

からシステムの構築を行う必要がある。
なお、電子自治体の実現に向けて、官民の連携組織により地方公共団体における公共サービスに関わる情報シス

 

テムの柔軟な連携や差し替えを実現するためのシステム連携基盤である「地域情報プラットフォーム」の標準仕様の

 

策定が進められている。このなかで、GIS についても、地方公共団体内の各種業務システムと連携するため、「GIS 
共通サービス標準仕様」の検討が行われている

参考：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2008/080305_2_bt1.html

我が国への世界測地系導入を契機とした地理情報システム及び衛星測位に係る施策の総合的かつ計画的な実施に

 

対する強い期待に対して、その基本的事項を国会の意思として定めることにより政府の政策運営の方向付けや推進を

 

行うこととし『地理空間情報活用推進基本法』が成立した。以下に条文一部を抜粋する。
（目的）
第一条

 

この法律は、現在及び将来の国民が安心して豊かな生活を営むことができる経済社会を実現する上で地

 

理空間情報を高度に活用することを推進することが極めて重要であることにかんがみ、地理空間情報の活用の推

 

進に関する施策に関し、基本理念を定め、並びに国及び地方公共団体の責務等を明らかにするとともに、地理空

 

間情報の活用の推進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、地理空間情報の活用の推進に関する施

 

策を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。
（地方公共団体の責務）
第五条

 

地方公共団体は、基本理念にのっとり、国との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の状況に応じた地理

 

空間情報の活用の推進に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。
（行政における地理空間情報の活用等）
第十四条

 

国及び地方公共団体は、地理空間情報の活用の推進に関し、国民の利便性の向上を図るとともに、行

 

政の運営の効率化及びその機能の高度化に資するため、その事務及び事業における地理情報システムの利用

 

の拡大並びにこれによる公共分野におけるサービスの多様化及び質の向上その他の必要な施策を講ずるものと

 

する。
（地図関連業務における基盤地図情報の相互活用）
第十七条

 

国及び地方公共団体は、都市計画、公共施設の管理、農地、森林等の管理、地籍調査、不動産登記、

 

税務、統計その他のその遂行に地図の利用が必要な行政の各分野における事務又は事業を実施するため地図を

 

作成する場合には、当該地図の対象となる区域について既に整備された基盤地図情報の相互の活用に努めるも

 

のとする。
参考：

 

http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/sokuitiri/tirikuukan.html

新たな通信技術戦略では、「Ⅲ．１．(2) オープンガバメント等の確立」の具体的取組として、以下のように記述された。
ⅱ）行政機関が保有する情報の活用

 

行政機関が保有する地理空間情報、統計調査等に係る情報について、個

 

人が特定できない形に情報の集約化・匿名化を行うなど、個人情報・プライバシー保護の対策を講じつつ、その

 

一層の活用を推進する。【内閣官房、総務省、国土交通省、経済産業省等】
また、「３．(3) 若い世代の能力を活かした新事業の創出・展開」の具体的取組として、以下のように記述された。
ⅱ）空間位置情報サービスその他の電子情報を活用した新市場の創出

 

屋内外の三次元位置情報サービスを創

 

出するため、2010年度中に、屋内外の位置情報のコード体系、情報を受け渡しするための標準的データ仕様、位

 

置情報のコード付与の仕組みを検討し、関係府省連携の下で地理空間情報の活用を推進する。【総務省、経済産

 

業省、国土交通省】

統合型GIS推進指針統合型統合型GISGIS推進指針推進指針 （平成20年3月5日

 

総務省公表）

地理空間情報活用推進基本法地理空間情報活用推進基本法地理空間情報活用推進基本法 （平成19年8月29日

 

施行）

参考情報参考情報 地理空間情報関連施策の動向地理空間情報関連施策の動向

新たな情報通信技術戦略新たな情報通信技術戦略新たな情報通信技術戦略 （平成22年5月11日

 

高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部）
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出典：自治体向けCIO、CIO補佐官等セミナー(APPLIC,平成22年7月)

 

総務省講演資料

地域情報プラットフォーム標準仕様を活用したシステム再構築について、

（拡

 

充）（拡（拡

 

充）充）

反映

標
準
化

製
品
化

・現在の標準仕様書により、

 

地方公共団体内部でのシ

 

ステム間連携が可能

 

（業務や技術のルールを規定）

・地方公共団体と民間等外部とのシス

 

テム間連携についての分析手順や、

 

個別の製品が標準仕様に準拠してい

 

ることを確認する手順を規定

標準仕様準拠製品の拡大標準仕様準拠製品の拡大

（財）全国地域情報化推進協会は、準拠確認された製品

 

を登録（23社106製品（平成22年1月末現在））、準拠確認

 

された製品同士が相互に接続可能であることを確認

個別の製品について標準仕様に準拠していることを確認

製品化の促進製品化の促進製品化の促進

地域情報ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ地域情報ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ
推進事業推進事業

（H20～H21）

反映

地方公共団体における地域情報プラットフォームを活用したシステム再構築の促進地方公共団体における地域情報プラットフォームを活用したシステム再構築の促進地方公共団体における地域情報プラットフォームを活用したシステム再構築の促進

地域情報ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ地域情報ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ
活用推進事業活用推進事業
(H22～）

地方公共団体間等に

 

おける業務システム

 

間連携と業務改革に

 

着目し、業務改革

 

案・システム改革案

 

を検討・実証

地域情報プラットフォーム標準仕様書地域情報プラットフォーム標準仕様書地域情報プラットフォーム標準仕様書

•

 

標準仕様準拠製品のリリース計画を表明している

 

事業者

•

 

標準仕様準拠製品の導入についてSI、ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞが可能

 

であると表明している事業者

３２社

２１社

（平成22年1月末現在）

引越ワンストップサー

 

ビス、障がい者福祉分
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「地方公共団体における行政情報化の推進状況調査結果（平成21年4月1日現在）」（都道府県47団体、市区町村1800団体）

・すでに取り組んでいる自治体

 

９５団体

（平成20年度までに運用開始

 

３９団体）

・行う予定の自治体

 

３３団体

・行う方向で検討中の自治体

 

９７団体

地方公共団体の業務のうち、２６業務の情報システムについて標準化地方公共団体の業務のうち、２６業務の情報システムについて標準化

地域情報プラットフォームの狙い地域情報プラットフォームの狙い地域情報プラットフォームの狙い

地域情報プラットフォームの普及促進地域情報プラットフォームの普及促進地域情報プラットフォームの普及促進

地域情報プラットフォームとは、様々な情報システムが

 

連携して業務を処理することを目指すものであり、情報シ

 

ステム同士の連携を実現させるために各情報システムが

 

従うべき業務面や技術面のルール(標準仕様)のことです。

地域情報プラットフォームの狙いは、それぞれの地方公

 

共団体において、情報システム同士を連携させることによ

 

り、地方公共団体の情報システム改革(情報システムの効

 

率化)を実現することです。地方公共団体における地域情

 

報プラットフォームを活用したシステム再構築は、情報シ

 

ステムに係るコストの削減、業務の効率化、住民サービス

 

の向上につながるものであり、地方公共団体において情

報システムの役割が大きなものになっている現状を踏まえ

 

ると、行財政改革のカギを握るものであると考えています。

また、地域情報プラットフォームの次の段階の狙いとして、

 

一つの地方公共団体の内部で情報システムを連携させる

 

だけでなく、地方公共団体、国、民間の様々な情報システ

 

ムを連携させることにより、多用なサービスを統合し、地域

 

において、より便利で効率的なサービスを実現することも

 

目指しています。このような地域情報プラットフォームの活

 

用の仕方は、国のIT戦略本部において実現を目指してい

 

る「次世代電子行政サービス」につながるものです。

総務省およびAPPLICは、標準化や製品登録、相互接続確認イベント、実証実験の実施により、地域情報プラット

 

フォームの普及促進につとめています。

標準仕様書で標準化された情報システム（２６業務）標準仕様書で標準化された情報システム（２６業務）
住民基本台帳 固定資産税 収滞納管理 後期高齢者医療 乳幼児医療 戸籍 人事給与

印鑑登録 個人住民税 国民健康保険 介護保険 ひとり親医療 住登外管理 文書管理

外国人登録 法人住民税 国民年金 児童手当 健康管理 財務会計

選挙人名簿管理 軽自動車税 障害者福祉 生活保護 就学 庶務事務

参考情報参考情報 地域情報プラットフォーム導入の促進地域情報プラットフォーム導入の促進
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①調達者側（地方公共団体等）においての、「準拠登録製品」に対する安心感を提供

②製品提供ベンダにおいての、実際のマルチベンダ環境での接続実証の場として、実績（アピール）と経験の蓄積

③ＡＰＰＬＩＣとして、地域情報プラットフォーム準拠製品の普及促進

④各標準仕様の実証確認、および必要に応じてのフィードバック

①調達者側（地方公共団体等）においての、「準拠登録製品」に対する安心感を提供

②製品提供ベンダにおいての、実際のマルチベンダ環境での接続実証の場として、実績（アピール）と経験の蓄積

③ＡＰＰＬＩＣとして、地域情報プラットフォーム準拠製品の普及促進

④各標準仕様の実証確認、および必要に応じてのフィードバック

・ＡＰＰＬＩＣにおいて、相互接続確認のための考え方や確認手法（確認実施イベントの運用ルール、テストモデル、テスト項目）等の策定。

 

さらに、相互接続確認の成功申請＆登録のルールを策定

相互接続の意義相互接続の意義相互接続の意義

APPLIC主催の「相互接続確認イベント」を実施APPLICAPPLIC主催の「相互接続確認イベント」を実施主催の「相互接続確認イベント」を実施

相互接続確認イベントの様子

平成２０年度に実施した相互接続確認トライアルで検証された運用ルールに基づき、平

 

成２１年度からAPPLIC主催の相互接続確認イベントを実施。



 

APPLIC会員の範囲で広く、参加ベンダを募集しイベントチームを構成



 

成功実績を、APPLICから公表（Webページ、メール、ニュースリリースなど）



 

イベント実施の前までに、対応製品の「準拠確認申請」をAPPLICに提出できることを

 

参加条件とする



 

「サービス基盤製品（PF通信製品、BPM製品）」、「業務ユニット製品（含む統合DB

 

製品）」、および「GISユニット製品」の３つのカテゴリに分け、相互接続確認を実施



 

平成２２年度からは、テストモデルを拡充し網羅的な接続確認の試行を予定

-
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出典：平成21年度APPLIC講演会

 

総務省講演資料

相互接続確認に参加する
メンバ（団体）を募集

相互接続確認の
イベントを実施

相互接続確認の
結果報告と一般公開

（APPLICサイト）

相互接続確認事業相互接続確認事業相互接続確認事業

参考情報参考情報 地域情報プラットフォームによる相互接続地域情報プラットフォームによる相互接続



用語用語 解説解説

アーキテクチャ
ハードウェア・ソフトウェア・ＯＳ等、情報システムの基本設計や設計思想の

 

こと。

位置情報

人や物の存在する位置に関わる情報のこと。地理空間情報活用推進基本

 

法

 

第二条第一項第一号においては「空間上の特定の地点又は区域の位置

 

を示す情報（当該情報に係る時点に関する情報を含む。）」と定められている。

インタフェース
複数のシステムの間に立ち、互いの情報のやり取りを仲介するための規格

 

のこと。

業務ユニット
ワンストップサービスやマルチベンダ化が可能な業務システムの単位のこと。

 

現在の自治体業務の区分けとして、全国的に普及している業務単位の名称。

地名辞典
住所や建物、市町村名など位置に関する何らかの情報を含む地物区分ごと

 

に地理情報を与えた地理識別子※の集まりのこと。
※地理識別子：位置を示す基準の中で、座標値以外のものを指す。例えば、住所や地名など。

地理空間データ
空間上の特定の地点又は区域の位置を示す情報（位置情報）とそれに関連

 

付けられた様々な事象に関する情報、もしくは位置情報のみからなる情報を

 

コンピュータで取り扱えるようにデータ化されたもの。

地理情報システム
（GIS：

 

Geographic Information System）

位置情報を持ったデータを管理・加工して地図上に表示することにより、位

 

置情報を視覚的に確認し、分析や判断に活用する情報システムのこと。

統合型ＧＩＳ
自治体庁内LAN等のネットワーク環境のもとで、庁内で共用できる地理空間

 

データを「共用空間データ」として一元的に整備・管理し、各部署において活

 

用する庁内横断的なシステム（技術・組織・データの枠組み）のこと。

ポータル
検索エンジンやリンク集を中心とした、インターネットを利用する際の入口と

 

なるWebサイトのこと。

マルチベンダ化
特定のベンダ（製品を作成する企業）に特定せず、様々なベンダの製品を組

 

み合わせて最適な製品を作り上げること。

ワンストップサービス
一度の手続き・処理で、必要とする作業をすべて完了させることができるよう

 

に設計・開発されたサービスのこと。

ＡＳＰ
(Application Service Provider)

インターネットを通じて業務用アプリケーションソフトの利用を提供する事業

 

者のこと。インターネットからアプリケーションソフトを提供する形態やビジネ

 

スモデルそのものを指す場合もある。

-
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利用条件

本書は、本書の内容及び表現が変更されないこと、および、出典、著作権表示を明

 

示することを前提に、無償でその全部または一部を複製、転記、引用して利用できま

 

す。なお、全体を複製された場合は、本利用条件を明示してください。

財団法人全国地域情報化推進協会が公開するドキュメントの内容は無保証で提供

 

されます。個々に含まれる情報の利用について商品性、特定目的適合性や第三者

 

権利の不侵害その他一切の、明示的、黙示的保証を行いません。

Copyright(C)

 

財団法人全国地域情報化推進協会

 

2010 All rights reserved.
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